
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０．災害復旧事業の概要と実施について 

 

 

 





災災害害復復旧旧事事業業関関係係法法令令等等

１１

○○ 港港湾湾関関係係公公共共土土木木施施設設災災害害復復旧旧事事業業査査定定要要領領（（同同取取扱扱含含むむ））
（（昭昭和和 年年 月月 日日 港港湾湾局局長長通通達達））

国土交通省所管の港湾施設及び海岸（港湾に係るもの。）の公共土木施設に
おける災害復旧事業の対象範囲、採択基準、応急工事の条件などを具体的に
定めたもの。

○○ 公公共共土土木木施施設設災災害害復復旧旧事事業業費費国国庫庫負負担担法法（（政政省省令令含含むむ））

（（昭昭和和 年年 月月 日日 法法律律第第 号号））

異常気象により発生した災害により、地方公共団体又はその機関が維持管
理する公共土木施設が被災した場合に、一定の要件に該当する復旧事業に
ついて、地方公共団体の財政力に適応するように費用の一部を国が負担す
る事を定めたもの。

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

災害復旧事業の概要と実施について

国土交通省 港湾局 海岸・防災課

令和２年１１月５日
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1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
5カ年平均（平成27～R1年災） 19.0 0.0 1.0 1.1 0.4 0.5 6.4 22.7 77.5 24.5 0.0 0.0
累計 19.0 19.0 20.0 21.1 21.5 22.0 28.5 51.1 128.7 153.2 153.2 153.2
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●ここ５年では、１月の冬期風浪、７月の豪雨、８～１０月の台風による被害が発生

災害被害額月別変動

月毎の災害査定決定額の推移 （５ヶ年平均）（億円）

注）傾向把握のため、突発的に発生する地震災害は除いている。

災
害
査
定
決
定
額

3

災災害害復復旧旧事事業業のの目目的的及及びび定定義義

（（目目的的））

 この法律は、公共土木施設の災害復旧事業費について、地方公共団体の財政力
に適応するように国の負担を定めて、災災害害のの速速ややかかなな復復旧旧をを図図りり、、ももっってて公公共共のの福福
祉祉をを確確保保すするるここととを目的とする。（公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 第１
条）

（（定定義義））

 この法律において「災害復旧事業」とは、災害に因って必要を生じた事業で、災災害害にに
かかかかつつたた施施設設をを原原形形にに復復旧旧すするるここととを目的とするものをいう。（同法 第２条第２項
抜粋）

 国は、法令により地方公共団体又はその機関の維持管理に属する次に掲げる施設
のうち政政令令でで定定めめるる公公共共土土木木施施設設に関する災害の災害復旧事業で、当該地方公共
団体又はその機関が施行するものについては、その事事業業費費のの一一部部をを負負担担する。（同
法 第３条第１項 抜粋）

（（概概要要））

 災災害害復復旧旧事事業業はは暦暦年年毎毎にに、その発生順に〇年災第１号、第２号・・・・と整理され、予
算措置は災災害害発発生生年年度度をを含含むむ３３ヶヶ年年度度に限られる。

2
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○令和元年は、台風、低気圧等により災害査定案件 件件 直直轄轄災災 件件、、補補助助災災 件件）が発生

令令和和元元年年災災 災災害害復復旧旧事事業業箇箇所所

■

川崎港 台風 号 岸壁

■

■

伏木富山港 台風 号 防波堤

横浜港 台風 号 護岸等

宮古港 台風 号 防波堤

令令和和元元年年災災 港港湾湾関関係係
災災害害復復旧旧事事業業箇箇所所（（直直轄轄災災））

■

■　災害起因となった異常気象 ※関連災除く

異常気象名 災害日 港数 件数 摘要
冬期風浪
豪雨 5/17～20
山形県沖地震
豪雨（梅雨前線） 6/29～7/6,7/20～21
台風１０号
台風１５号
台風１７号 9/22～23
台風１８号
台風１９号 激甚災害（本激）
計（直轄・補助）

■　被災した施設別内訳

件数
水域施設 航路、泊地
外郭施設 防波堤、護岸
係留施設 岸壁、物揚場、浮桟橋
廃棄物埋立護岸 廃棄物埋立護岸
臨港交通施設 臨港道路、駐車場
海岸施設 堤防、護岸、離岸堤、水門
その他 土砂処分場
計（直轄・補助）

施　設　名

5

●港湾関係での災害発生要因は台風、地震、冬期風浪が主体
●台風災害は、防波堤などの外郭施設の被害が多く、豪雨災害では航路・泊地の水域施設の埋
そくが発生

●地震災害は、岸壁などの係留施設の被害が多く、発生すると被害が大きく経済活動への影響
大

●令和元年は、台風災害に限れば平成7年以降では４番目の被害額を記録

港湾関係災害の傾向と災害復旧事業費の推移

4

10/11～13
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災災害害事事例例－－２２

事例２：豪雨により航路泊地が埋塞

7

災災害害事事例例－－１１

事例１：波浪により防波堤が被災

6
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原形復旧とは

○原形復旧とは、従前の効用を復旧するもので、単なる元どおりではない。
○元どおりの復旧が不適当な場合や困難な場合、形状、材質、寸法、構造など質的な
改良を実施。

※出典：国土交通省 水管理・国土保全局ホームページ 9

護岸の被災

段差＝120mm
すきま＝80mm

災災害害事事例例－－３３

事例３：地震により物揚場等が被災

8
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災災害害復復旧旧国国庫庫負負担担のの採採択択要要件件

要要 件件要要 件件

①①異異常常なな天天然然現現象象にによよるる災災害害（（法法 第第２２条条））

②②国国土土交交通通省省（（港港湾湾関関係係））所所管管のの公公共共土土木木施施設設
（（法法 第第３３条条））
（（公公共共土土木木施施設設災災害害復復旧旧事事業業費費国国庫庫負負担担法法施施行行令令（（以以下下「「令令」」）） 第第１１条条））

③③地地方方公公共共団団体体又又ははそそのの機機関関がが維維持持管管理理

ししてていいるる施施設設（（法法 第第３３条条））

④④地地方方公公共共団団体体又又ははそそのの機機関関がが復復旧旧事事業業
をを施施行行（（法法 第第３３条条））

11

原形復旧の事例

※出典：国土交通省 水管理・国土保全局ホームページ 10
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災災害害復復旧旧国国庫庫負負担担のの採採択択要要件件

②②（（港港湾湾関関係係））公公共共土土木木施施設設のの要要件件②②（（港港湾湾関関係係））公公共共土土木木施施設設のの要要件件

港港湾湾施施設設
・・水水域域施施設設 ・・外外郭郭施施設設
・・係係留留施施設設 ・・臨臨港港交交通通施施設設
・・廃廃棄棄物物埋埋立立護護岸岸

・・港港湾湾広広域域防防災災施施設設

海海 岸岸
海海岸岸保保全全区区域域内内のの国国土土をを保保全全すするるたためめにに防防護護がが必必要要なな海海岸岸、、又又ははここれれにに

設設置置すするる堤堤防防、、護護岸岸突突堤堤等等のの施施設設。。

13

・・ 最最大大風風速速１１５５ｍｍ／／ｓｓ（（１１００分分間間平平均均））以以上上

・・ 異異常常なな高高潮潮、、波波浪浪、、津津波波

・・ 最最大大２２４４時時間間雨雨量量がが８８００㎜㎜以以上上

・・ 河河川川のの警警戒戒水水位位以以上上のの出出水水

・・地地震震、、地地滑滑りり等等

・・低低温温

災害復旧国庫負担の採択要件

①①異異常常なな天天然然現現象象のの要要件件①①異異常常なな天天然然現現象象のの要要件件

12

（（港港湾湾関関係係公公共共土土木木施施設設災災害害復復旧旧事事業業査査定定要要領領
（（昭昭和和四四十十九九年年九九月月十十五五日日付付 港港災災第第七七八八三三号号 以以下下「「要要領領」」）） 第第二二 ２２））
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災災害害復復旧旧国国庫庫負負担担のの適適用用除除外外

①①一一箇箇所所のの工工事事費費がが限限度度額額未未満満ののもものの
・・都都道道府府県県、、指指定定市市、、一一部部事事務務組組合合：：１１２２００万万円円未未満満

・・市市（（指指定定市市除除くく））町町村村、、港港務務局局 ：： ６６００万万円円未未満満

②②復復旧旧工工事事のの費費用用にに比比ししててそそのの効効果果がが著著ししくく小小ささいい
③③維維持持工工事事ととみみるるべべききもものの
④④設設計計のの不不備備、、工工事事施施工工のの粗粗漏漏にに基基因因ししてて生生じじたたもものの
⑤⑤維維持持管管理理のの義義務務をを怠怠っったた事事にに基基因因ししてて生生じじたたもものの
⑥⑥港港湾湾等等のの埋埋そそくくにに係係るるもものの
（（但但しし、、維維持持、、公公益益上上特特にに必必要要とと認認めめらられれるるももののをを除除くく））

⑦⑦ 天天然然海海岸岸のの欠欠壊壊にに係係るるもものの
（（但但しし、、維維持持、、公公益益上上特特にに必必要要とと認認めめらられれるるももののをを除除くく））

⑧⑧ 災災害害復復旧旧事事業業以以外外のの事事業業のの工工事事中中にに生生じじたたもものの
⑨⑨小小規規模模なな施施設設にに係係るるもものの

適適用用除除外外項項目目適適用用除除外外項項目目

15

（法 第6条）

災災害害復復旧旧国国庫庫負負担担のの採採択択要要件件

③③維維持持管管理理③③維維持持管管理理

地地方方公公共共団団体体又又ははそそのの機機関関がが、、維維持持管管理理計計画画書書にに基基
づづきき維維持持管管理理ししてていいるる施施設設ででああるるこことと。。

④④災災害害復復旧旧のの実実施施機機関関④④災災害害復復旧旧のの実実施施機機関関

地地方方公公共共団団体体又又ははそそのの機機関関がが施施行行すするる
災災害害復復旧旧事事業業ででああるるこことと。。

14

当当該該施施設設がが、、港港湾湾台台帳帳・・海海岸岸保保全全区区域域台台帳帳にに正正ししくく掲掲
載載さされれてていいるる施施設設ででああるるこことと。。
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申申請請等等諸諸手手続続きき

災災害害報報告告

・・災災害害速速報報 （（災災害害発発生生後後１１００日日以以内内にに報報告告））

・・港港湾湾関関係係災災害害報報告告書書（（負負担担法法施施行行規規則則第第４４条条））

（（災災害害発発生生後後１１ヶヶ月月以以内内にに国国土土交交通通大大臣臣へへ報報告告））

単単価価・・歩歩掛掛協協議議

（（設設計計書書作作成成にに当当たたりり国国土土交交通通大大臣臣にに協協議議））

国国庫庫負負担担申申請請

（（目目論論見見書書及及びび設設計計書書をを付付ししてて、、査査定定２２週週間間前前迄迄にに国国土土交交通通大大臣臣へへ申申請請））
17

災災害害報報告告書書はは災災害害ごごととにに！！

市市町町村村分分ににつついいててはは都都道道府府県県がが取取りりままととめめるる

必必要要にに応応じじてて訂訂正正報報告告をを！！

災災害害復復旧旧事事業業のの実実施施フフロローー（（概概略略））

災災

害害

速速

報報

災災
害害
査査
定定

災災
害害
査査
定定

事事

業業

費費

のの
決決

定定

災災
害害
復復
旧旧
工工
事事
実実
施施

事事
業業
費費
のの
精精
算算

災災

害害

報報

告告

書書

査査

定定

準準

備備

災災
害害
再再
調調
査査

災災
害害
再再
調調
査査

国国
庫庫
負負
担担
金金
交交
付付
申申
請請

交交
付付
決決
定定

成成
功功
認認
定定

成成
功功
認認
定定

事事
業業
のの
完完
了了

事事
業業
のの
完完
了了

・・復復旧旧内内容容事事前前打打ちち合合わわせせ
・・設設計計書書作作成成
・・単単価価・・歩歩掛掛協協議議
・・国国庫庫負負担担申申請請（（査査定定日日のの２２週週間間前前迄迄））

日
以
内

約２～３ヶ月（標準）

一
ヶ
月
以
内

約
一
～
二
ヶ
月

発
生
の
翌
々
年
以
降

５
～
７
月
に
実
施

施施越越工工事事
のの場場合合はは
実実施施後後にに
申申請請

発
生
年
を
含
め

三
ヶ
年
以
内

交交付付決決定定はは年年度度末末ままででにに行行うう

災災
害害
発発
生生

（（必必要要にに応応じじてて））
応応急急工工事事協協議議 実実施施状状況況をを踏踏ままええてて

事事業業費費をを精精査査

16

１０
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災災害害査査定定

現現地地査査定定をを基基本本（（要要領領 第第一一二二））

申申請請額額 万万円円未未満満、、現現地地査査定定困困難難なな場場合合はは机机上上））

・・採採択択
工工事事費費、、採採択択条条項項、、緊緊急急順順位位をを決決定定。。

・・保保留留（（要要領領 第第九九））

一一箇箇所所のの復復旧旧工工事事費費がが４４億億円円以以上上、、ままたたはは採採否否のの判判定定がが困困難難

→→ 本本省省間間協協議議へへ。。

・・不不採採択択

１１））失失格格

採採択択限限度度額額未未満満のの場場合合。。（（査査定定にによよりり実実施施設設計計額額がが限限度度額額未未

満満ととななっったた場場合合ににはは自自動動的的にに失失格格））

２２））欠欠格格

ははじじめめかからら申申請請条条件件をを満満たたししてていいなないい案案件件

査査 定定査査 定定

19

申申請請等等諸諸手手続続きき

災害統括部局 港湾部局

○○県

国土交通省

水管理・国土保全局
防災課

港湾局
海岸・防災課

18

計数等の突合

HPへ掲載財務省へ報告

定時報告（月２回） 随時報告
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● ここれれままでで、、係係留留施施設設等等のの付付帯帯施施設設ととししてて見見ななさされれるる港港湾湾保保安安施施設設がが単単体体でで被被災災ししたた
場場合合はは災災害害復復旧旧事事業業のの対対象象施施設設ででははななかかっったたがが、、平平成成 年年災災よよりり災災害害復復旧旧事事業業のの対対
象象ととししてて新新たたにに追追加加。。

港湾保安施設（「ＳＯＬＡＳ条約」及び「国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確
保等に関する法律等」に基づく施設をいう。以下、同じ。）が災害により被災した場合、
港湾施設本体（係留施設等）は健在でも、ＳＯＬＡＳ条約等の規定により外航船舶を係
留し、貨物の積卸しや旅客の乗降をすることができない。
これは、係留施設等として効用を発揮できないことと同意義と考えられる。

このため、港湾保安施設については、係留施設等の機能回復を目的として、単体の
みの被災であっても、国が「係留施設等」を整備するために付随して建設し管理して
いる施設（その他施設）として直轄災の対象としたので通知する。

１．具体的な対象施設

侵入防止設備（フェンス等障壁、扉、車止め）、照明設備、監視装置（監視カメラ、
スピーカー、センサー等侵入検知装置及び制御装置）、その他の設備（出入管理装置
、手荷物検査装置及び通信設備（船舶港湾施設間通信設備及び緊急通報設備））

２．適用
平成30年災より適用

（平成30年10月10日 国土交通省港湾局海岸・防災課 総括災害査定官 通知）

災災害害復復旧旧事事業業ににおおけけるる港港湾湾保保安安施施設設のの取取扱扱いい

21

航航路路及及びび泊泊地地のの埋埋そそくく災災害害のの採採択択基基準準

異異常常気気象象にによよっってて急急激激にに著著ししくく埋埋そそくくしし、、維維持持上上又又はは公公益益
上上特特にに必必要要とと認認めめらられれるる場場合合ののみみ、、災災害害ととししてて採採択択でできき
るる。。
【【維維持持上上又又はは公公益益上上特特にに必必要要とと認認めめらられれるる場場合合】】
☆☆ 航航路路、、泊泊地地がが埋埋そそくくしし、、船船舶舶のの航航行行及及びびけけいい留留にに重重大大なな支支障障をを及及ぼぼすす場場合合のの当当該該埋埋
そそくくにに係係るる工工事事。。

原原則則ととししてて１１年年以以内内のの資資料料（（被被災災前前後後のの深深浅浅図図をを比比較較、、等等））をを十十分分検検討討しし、、被被災災
前前のの有有効効面面積積及及びび水水深深のの範範囲囲ととすするる。。

◇◇ 通通常常維維持持管管理理ししてていいるる区区域域（（範範囲囲等等））のの明明確確化化・・・・・・港港湾湾台台帳帳にに記記載載
◇◇ 通通常常維維持持管管理理ししてていいるる区区域域のの深深浅浅測測量量等等のの実実施施・・・・・・定定期期的的なな管管理理
◇◇ 被被災災前前ににおおけけるる船船舶舶のの利利用用状状況況・・・・・・写写真真等等でで判判断断
◇◇ 出出入入船船舶舶調調書書、、船船型型、、トトンン数数、、吃吃水水等等がが判判断断ででききるる資資料料

20
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１１箇箇所所工工事事のの扱扱いい②②

橋橋、、水水制制、、床床止止、、そそのの他他ここれれららにに類類すするる防防舷舷材材、、浮浮ささんん橋橋及及びび可可動動
橋橋、、突突堤堤（（防防砂砂堤堤））等等のの施施設設ででああっっててはは、、以以下下ののととおおりり１１箇箇所所のの工工
事事ととししてて取取扱扱っってていいるる。。

110ｍ 40ｍ

１箇所工事 １箇所工事

（（例例) 離離岸岸堤堤のの場場合合

【【注注意意事事項項】】
◇◇ 災災害害ににかかかかっったた各各々々のの箇箇所所のの所所管管がが同同一一ででああるるこことと。。
◇◇ 各各々々のの箇箇所所がが同同一一被被災災年年月月日日ででああるるこことと。。
◇◇ 年年災災のの異異ななるる場場合合又又はは同同一一年年災災ででああっっててもも被被災災月月日日のの異異ななるる場場合合にに
つついいててはは、、増増破破のの取取扱扱いいををすするるももののをを除除きき、、原原則則ととししてて別別個個のの工工事事ととしし
てて取取扱扱ううこことと。。

23

１１箇箇所所工工事事のの扱扱いい①①

「「１１箇箇所所」」のの考考ええ方方ににつついいててはは、、施施設設のの種種類類やや技技術術上上分分離離適適当当かか等等のの
判判断断にによよりり扱扱いい方方がが異異ななるる。。

ひひととつつのの施施設設ににつついいてて災災害害ににかかかかっったた箇箇所所がが ｍｍ以以内内のの間間隔隔でで
連連続続ししてていいるるもものの。。

１号箇所 ２号箇所
未災区間
100ｍ以内

１箇所工事

同一異常気象による被災部分

（（例例) 防防波波堤堤のの場場合合

※※未未災災区区間間がが１１００００ｍｍをを超超ええるるとと２２箇箇所所扱扱いいととななるる。。

22
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査査定定設設計計積積算算ににおおけけるる留留意意事事項項①①

25

●● 査査定定設設計計積積算算でで計計上上ででききなないい経経費費

・・水水雷雷・・傷傷害害等等保保険険料料

・・イイメメーージジアアッッププ経経費費

○○ 平平成成２２７７年年４４月月かからら計計上上ででききるるよよううににななっったた経経費費等等

・・事事業業損損失失防防止止施施設設費費（（例例：：汚汚濁濁防防止止膜膜（（枠枠））））

・・金金額額がが確確定定ししてていいなないい場場合合のの、、現現場場発発生生材材等等のの投投棄棄、、処処分分料料

○○ 平平成成２２８８年年１１月月かからら計計上上ででききるるよよううににななっったた経経費費等等

・・一一般般管管理理費費率率のの前前払払いい金金額額支支出出割割合合にによよるる補補正正

・・契契約約保保証証金金

査査定定設設計計書書作作成成上上のの留留意意点点

○ 被災箇所の現地表示及び写真を整理

○ 被災箇所と気象・海象観測場所との関係が分
かる資料を整理

○ 消波ブロック等の在材の有効利用をまず検討

○ 天然海岸の被災において、被災前写真等の資
料を用意

24

現場環境改善費現場環境改善費
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査査定定設設計計積積算算ににおおけけるる留留意意事事項項③③

○○監監視視船船等等ににつついいててはは、、保保安安部部とと事事前前調調整整しし計計上上。。

（（積積算算上上のの工工程程にに基基づづいいたた必必要要日日数数のの根根拠拠がが必必要要。。））

○○ 間間接接工工事事費費はは、、工工種種（（浚浚渫渫、、構構造造物物、、海海岸岸））にに

適適合合ししたたももののをを使使用用。。たただだしし、、２２種種類類以以上上のの区区分分をを

有有すするる工工事事ににつついいててはは、、主主たたるる工工種種区区分分のの間間接接工工

事事費費率率をを適適用用。。ななおお、、判判断断基基準準はは金金額額にによよるる。。

○○ 基基準準改改定定にに伴伴うう諸諸経経費費率率のの適適用用にに努努めめるる。。

27

査査定定設設計計積積算算ににおおけけるる留留意意事事項項②②

●● 埋埋そそくく災災害害ににおおいいてて、、自自然然埋埋そそくく土土量量（（維維持持土土量量））がが推推

定定さされれるる場場合合はは、、査査定定設設計計でではは当当該該土土量量分分をを控控除除。。

（（維維持持相相当当分分土土量量はは、、深深浅浅測測量量、、維維持持浚浚渫渫土土量量等等のの実実績績にに基基
づづきき、、経経過過期期間間、、対対象象面面積積等等をを考考慮慮のの上上算算定定。。））

26

○○ 平平成成２２７７年年４４月月かかららのの変変更更点点

・・搬搬出出場場所所がが決決ままっってていいなないい場場合合のの、、査査定定設設計計ににおおけけるる現現場場
発発生生材材のの流流木木・・残残土土等等のの運運搬搬距距離離ににつついいてて、、「「２２ ままでで」」とといい
うう制制限限のの撤撤廃廃。。

・・金金額額がが確確定定ししてていいなないい場場合合のの、、査査定定設設計計ににおおけけるる流流木木塵塵等等
のの埋埋そそくく災災害害にによよるる処処分分費費ににつついいてて、、「「一一次次仮仮置置場場所所へへのの運運
搬搬ままでで」」とといいうう制制限限のの撤撤廃廃。。
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応応急急工工事事

応急工事費の取扱（要領第五）

（１） 応急工事の要件

①事前に工法等の打合せを行い、かつ工事の施行が

確認できるもの。

②応急仮工事は、復旧本工事費が限度額以上。

・ 都道府県、指定都市、事務組合：１２０万円以上

・ 市(指定都市除く)町村、港務局 ： ６０万円以上

（２） 応急工事の工法打合せ

・ 工法打合書、図面、写真等の関係資料の整理。

29

設設計計変変更更ににおおけけるる留留意意事事項項

○○設設計計変変更更にによよるる工工事事費費のの増増減減がが、、当当該該工工事事箇箇所所ににおおけけるる

決決定定工工事事費費のの３３割割若若ししくくはは２２，，００００００万万円円をを超超ええるるもものの（（たただだ

しし、、３３割割をを超超ええるる場場合合ででああっっててもも、、工工事事費費のの増増減減がが３３００００万万円円

以以下下ののももののはは除除くく。。））

○○復復旧旧工工法法のの変変更更

○○起起点点、、終終点点のの変変更更をを伴伴うう変変更更 等等

重重要要なな内内容容変変更更をを伴伴うう案案件件ににつついいててはは大大臣臣のの同同意意
をを要要すするる設設計計変変更更ととししてて取取りり扱扱うう。。

※※「「工工法法変変更更」」のの判判断断にに迷迷うう場場合合はは本本省省へへ相相談談すするるこことと！！

28
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災災害害再再調調査査

採採択択後後のの状状況況変変化化をを勘勘案案しし、、事事業業費費をを精精査査すするる。。
（（例例年年５５月月～～７７月月にに実実施施））

対対象象：：前前々々年年にに発発生生ししたた災災害害にに係係るる全全ててのの箇箇所所（（東東日日本本大大震震災災関関係係ににああっっててはは、、

２２３３年年以以降降ににおおいいてて採採択択さされれたた全全ててのの箇箇所所））

※※平平成成２２９９年年よよりり、、発発災災２２年年目目のの再再調調査査をを取取りりややめめ。。

留留意意事事項項：：数数量量、、単単価価 等等のの事事業業費費変変動動要要因因がが明明確確かか。。

（（特特にに事事業業費費がが増増加加ししてていいるる場場合合。。））

再再調調査査再再調調査査

31

再再調調査査ににああたたりり

○○数数量量及及びび金金額額(単単価価)変変更更のの増増減減内内訳訳・・根根拠拠をを整整理理すするるこことと。。
○○設設計計変変更更、、経経費費のの配配分分変変更更等等のの手手続続ききはは再再調調査査前前にに終終了了ささせせるるこことと。。
○○財財務務局局にに事事前前説説明明をを行行ううこことと。。
○○事事前前にに現現地地のの状状況況、、設設計計内内容容等等をを再再確確認認ししてておおくくこことと。。

合合併併施施行行

合合併併施施行行のの条条件件

災災害害復復旧旧事事業業とと他他事事業業をを合合併併施施行行すするる場場合合はは、、以以下下ののよよううなな条条
件件がが必必要要。。

①①そそのの他他のの事事業業とと災災害害復復旧旧事事業業のの｢｢目目的的 効効用用、、機機能能 ｣｣がが合合致致

しし、、両両事事業業をを「「早早期期にに達達成成」」出出来来るるこことと。。

②②災災害害復復旧旧事事業業ののみみでで復復旧旧すするるよよりりそそのの他他のの事事業業とと合合併併ししてて施施

行行すするるここととがが｢｢経経済済的的｣｣でで｢｢手手戻戻りり等等｣｣がが生生じじるる恐恐れれががなないいこことと。。

③③そそのの他他のの事事業業がが｢｢公公共共事事業業｣｣でであありり、、合合併併施施行行後後、、そそのの他他事事業業

のの施施設設がが｢｢公公共共土土木木施施設設｣｣ととななるるこことと。。

※※合合併併施施行行のの実実施施ににああたたっっててはは、、国国土土交交通通大大臣臣へへのの事事前前協協議議がが
必必要要。。

30
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国国庫庫負負担担金金のの受受入入れれ

会会計計機機関関等等

港港湾湾関関係係のの災災害害復復旧旧事事業業及及びび災災害害関関連連事事業業ににおおけけるる会会計計機機関関はは、、予予算算決決算算及及びび会会

計計令令第第１１４４００条条にによよるる協協議議にによよりり、、以以下下ののととおおりりととさされれてていいるる。。

33

１１．．歳歳 入入 徴徴 収収 官官 ・・・・・・・・ 都都道道府府県県 会会計計管管理理者者

２２．．支支出出負負担担行行為為担担当当官官 ・・・・・・・・ 都都道道府府県県 土土木木部部長長等等

３３．．支支 出出 官官 ・・・・・・・・ 都都道道府府県県 会会計計管管理理者者

国国庫庫負負担担金金のの交交付付申申請請

１１））内内定定通通知知のの流流れれ
・・都都道道府府県県等等工工事事分分 市市町町村村監監督督事事務務費費含含むむ

国国土土交交通通本本省省（（海海岸岸・・防防災災課課））→→都都道道府府県県等等

・・市市町町村村工工事事分分

国国土土交交通通本本省省（（海海岸岸・・防防災災課課））→→都都道道府府県県経経由由→→市市町町村村

２２））交交付付申申請請（（決決定定））のの流流れれ
・・都都道道府府県県等等工工事事分分 市市町町村村監監督督事事務務費費含含むむ

都都道道府府県県等等→→国国土土交交通通本本省省（（海海岸岸・・防防災災課課））→→都都道道府府県県等等

・・市市町町村村工工事事分分

市市町町村村→→都都道道府府県県→→市市町町村村

↓

国国土土交交通通本本省省（（海海岸岸・・防防災災課課）） へへ報報告告
32
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精精算算及及びび成成功功認認定定②②

・・全全部部成成功功：：

同同一一年年災災のの全全ててのの箇箇所所がが竣竣功功しし、、かかつつ国国費費のの受受入入もも完完了了

ししてていいるる場場合合にに行行うう成成功功認認定定。。

・・一一部部成成功功：：

同同一一年年災災がが全全部部成成功功にに至至っってていいなないい場場合合ににおおいいてて、、各各年年度度にに

交交付付さされれたた国国費費相相当当分分のの事事業業をを対対象象にに、、各各年年度度にに行行うう成成功功認認定定。。

35

○○翌翌年年度度にに繰繰りり越越ししたた場場合合 ・・・・・・・・ 国国費費をを受受けけ入入れれたた年年度度のの翌翌年年度度にに
実実施施。。

精精算算及及びび成成功功認認定定①①

災災害害復復旧旧事事業業がが完完了了ししたた場場合合ににはは、、事事業業費費をを精精算算しし主主
務務大大臣臣のの成成功功認認定定をを受受けけななけけれればばななららなないい。。

34

成成功功認認定定はは、、前前年年度度ににおおけけるる交交付付決決定定のの基基礎礎ととななっったた
額額（（国国庫庫負負担担基基本本額額））をを対対象象ととししてて行行ううももののでであありり、、いいわわ
ゆゆるる施施越越工工事事或或いいはは国国庫庫債債務務負負担担行行為為のの工工事事にに係係るる
施施行行年年度度ととはは関関係係すするるももののででははななくく、、ああくくままでで国国のの負負担担
金金をを交交付付ししたた年年度度にに実実施施さされれたた事事業業ににつついいてて認認定定をを行行
ううももののででああるる。。

事事業業をを完完了了ししたた翌翌年年度度にに完完了了実実績績報報告告書書をを提提出出すするる
補補助助事事業業ととのの違違いいにに注注意意。。
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災災害害復復旧旧事事業業のの留留意意事事項項①①

平平素素のの措措置置平平素素のの措措置置

○○ 平平素素かからら港港湾湾・・海海岸岸施施設設のの維維持持管管理理ををすするるこことと。。
☆☆定定期期的的・・定定量量的的なな調調査査測測量量管管理理等等
☆☆施施設設のの補補修修・・復復旧旧にによよるる善善良良なな管管理理とと良良好好なな状状態態のの維維持持
☆☆水水域域施施設設のの測測量量及及びび維維持持浚浚渫渫等等のの実実施施

○○ 被被災災状状況況のの確確認認ととししてて、、被被災災前前施施設設のの写写真真がが重重要要
なな判判定定要要素素ととななるるののでで、、平平素素かからら施施設設等等のの写写真真をを
整整理理ししてておおくく。。
（（全全体体写写真真、、部部分分写写真真等等））

○○ 平平常常時時のの施施設設のの状状態態及及びび利利用用状状況況をを把把握握ししてておお
くく。。
（（岸岸壁壁等等のの取取扱扱いい貨貨物物量量等等））
→→イインンタターーネネッットト情情報報（（ ななどど）） 37

そそのの他他

災災害害復復旧旧工工事事のの完完了了前前にに新新規規災災害害でで増増破破をを生生じじたた場場合合、、

前前のの災災害害のの未未施施行行部部分分、、又又はは未未着着手手部部分分をを後後のの災災害害にに含含めめ

てて１１箇箇所所のの新新規規災災害害ととすするる。。

内内未未成成：：前前災災とと後後災災のの発発生生年年がが異異ななるる場場合合

内内転転属属：：前前災災とと後後災災のの発発生生年年がが同同じじ場場合合

内内未未成成とと内内転転属属内内未未成成とと内内転転属属

36
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災災害害復復旧旧事事業業のの留留意意事事項項③③

災災害害報報告告等等災災害害報報告告等等

○○被被災災施施設設のの現現地地状状況況調調査査並並びびにに報報告告をを速速ややかか

にに実実施施すするる。。

☆☆被被災災内内容容、、被被害害金金額額、、災災害害速速報報、、災災害害報報告告書書等等

☆☆維維持持工工事事等等のの範範囲囲かか、、当当初初設設計計のの不不備備又又はは施施行行のの粗粗漏漏かかのの確確認認

○○ 異異常常なな天天然然現現象象をを立立証証すするる資資料料のの整整備備ををすするる。。

☆☆公公的的機機関関又又はは民民間間のの観観測測デデーータタ（（特特にに波波浪浪デデーータタ））のの収収集集

☆☆波波浪浪推推算算かかららのの立立証証

39

災災害害復復旧旧事事業業のの留留意意事事項項②②

平平素素のの措措置置平平素素のの措措置置

○○ 施施設設のの構構造造図図等等、、図図書書をを整整備備ししてておおくく。。
（（工工事事写写真真、、完完成成写写真真、、完完成成図図、、設設計計計計算算書書等等））

○○ 港港湾湾法法・・海海岸岸法法でで規規定定ししてていいるる、、港港湾湾台台帳帳・・海海岸岸
保保全全区区域域台台帳帳をを整整備備ししてておおくく。。

（（区区域域平平面面図図、、施施設設位位置置図図、、施施設設断断面面図図等等））

○○ 施施設設築築造造後後、、被被災災等等でで断断面面がが変変更更ししてていいるる場場合合
はは、、台台帳帳もも訂訂正正しし、、最最新新のの断断面面等等にに更更新新ししてておおくく。。

○○ 気気象象・・海海象象関関係係資資料料をを整整備備ししてておおくく。。
（（設設計計時時、、統統計計分分析析等等））

38
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災災害害復復旧旧事事業業のの留留意意事事項項⑤⑤

復復旧旧工工法法等等復復旧旧工工法法等等

○○ 復復旧旧断断面面、、区区間間等等のの申申請請にに遺遺漏漏ののなないいよようう、、現現地地のの被被災災

状状況況をを把把握握すするる。。

☆☆申申請請替替ええはは、、原原則則ととししてて不不可可。。 ☆☆起起終終点点をを明明確確ににすするる。。

☆☆申申請請箇箇所所とと未未申申請請箇箇所所のの区区分分をを明明確確ににすするる。。

○○ 被被災災箇箇所所のの測測量量はは、、適適切切なな測測点点位位置置及及びび適適切切なな測測量量方方

法法にによよりり実実施施しし、、写写真真等等ででそそのの測測量量結結果果がが確確認認ででききるるよよ

ううにに資資料料整整備備ししてておおくくこことと。。

☆☆断断面面変変化化のの大大ききいい箇箇所所 変変化化点点 はは、、適適切切にに測測点点をを増増ししてて測測量量すするる。。

☆☆消消波波ﾌﾌﾞ゙ﾛﾛｯｯｸｸ等等のの沈沈下下でではは、、丁丁張張りりをを設設けけてて写写真真撮撮影影をを行行うう。。

☆☆水水中中部部のの被被災災状状況況はは、、テテーーププ等等をを被被写写体体にに入入れれ写写真真をを撮撮るる。。

41

災災害害復復旧旧事事業業のの留留意意事事項項④④

復復旧旧工工法法等等復復旧旧工工法法等等

○○ 復復旧旧工工法法はは被被災災現現場場をを詳詳細細にに調調査査しし、、過過度度ににななららなないいよよ

うう適適切切なな復復旧旧断断面面ととすするる。。

☆☆被被災災原原因因のの究究明明とと復復旧旧工工法法のの整整合合をを図図りり、、採採択択条条項項をを決決定定すするる。。

☆☆経経済済性性もも考考慮慮ししてて複複数数工工法法ににてて比比較較検検討討すするる。。

☆☆特特にに被被災災施施設設前前面面のの海海底底変変状状のの測測定定やや、、水水中中被被災災部部のの確確認認はは

十十分分にに行行うう。。

○○ 被被害害がが激激甚甚ななもものの・・災災害害関関連連事事業業・・応応急急工工事事等等をを申申請請すす

るる場場合合はは、、事事前前にに当当課課とと十十分分なな打打合合わわせせをを行行いい調調整整をを図図

るる。。

☆☆現現地地査査定定のの能能率率化化・・迅迅速速化化をを図図るるたためめ、、被被災災・・復復旧旧内内容容等等のの事事前前

打打合合せせをを行行うう。。 40
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災災害害復復旧旧事事業業のの留留意意事事項項⑦⑦

災災害害査査定定災災害害査査定定

○○ 構構造造物物のの亀亀裂裂等等のの被被災災はは、、日日時時のの経経過過ととととももにに変変化化すするる

ののででペペンンキキ等等でで明明示示しし、、写写真真撮撮影影等等ししてておおくく。。

○○ 高高潮潮・・波波浪浪等等にによよるる浸浸水水のの水水位位痕痕跡跡はは、、査査定定時時にに分分かかるる

よよううににししてておおくくこことと。。

○○ エエププロロンン舗舗装装・・水水叩叩きき等等のの土土中中基基礎礎のの吸吸出出しし被被災災はは、、調調

査査孔孔をを設設けけるるななどどしし、、現現地地査査定定時時にに確確認認ででききるるよよううににししてて

おおくくこことと。。ままたた、、搾搾孔孔ししたた穴穴はは、、査査定定完完了了ままででそそののままままににしし

てておおくくこことと。。

☆☆現現地地査査定定時時にに確確認認ででききなないいももののはは原原則則採採択択不不可可。。

43

災災害害復復旧旧事事業業のの留留意意事事項項⑥⑥

災災害害査査定定災災害害査査定定

○○ 申申請請内内容容はは、、自自信信とと責責任任をを持持っってて説説明明すするるこことと。。

☆☆現現地地のの状状況況及及びび申申請請内内容容をを詳詳細細にに説説明明しし、、互互いいにに十十分分理理解解しし、、
納納得得ででききるるままでで意意見見交交換換すするるこことと。。

☆☆被被災災ししてていいるる「「ははずず」」、、「「だだろろうう」」はは対対象象外外。。

☆☆査査定定業業務務がが円円滑滑にに進進むむよようう努努力力すするるこことと。。

☆☆違違算算又又はは申申請請内内容容のの訂訂正正のの場場合合はは、、ああららかかじじめめ説説明明すするる。。

○○ 現現地地ににおおいいてて、、査査定定がが支支障障ななくく実実施施ででききるるよようう、、

被被災災箇箇所所及及びび周周辺辺ののゴゴミミ・・ 雑雑草草等等はは取取りり除除いいてて

おおくくこことと。。

☆☆維維持持管管理理不不良良にによよるる災災害害とと誤誤解解をを招招くく。。

（（必必ずず説説明明担担当当者者がが現現地地状状況況とと申申請請内内容容をを確確認認すするるこことと。。））
42
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災災害害復復旧旧事事業業のの留留意意事事項項⑨⑨

災災害害査査定定災災害害査査定定

○○ 机机上上査査定定をを行行うう場場合合はは、、写写真真、、図図面面等等ををああららかかじじ

めめ十十分分整整備備すするる。。

☆☆机机上上査査定定でではは現現地地ででのの確確認認ががででききなないいたためめ、、写写真真等等のの資資料料でで確確実実
にに被被災災状状況況がが確確認認ででききるるよよううにに準準備備すするるこことと。。

☆☆離離島島ななどどでで行行程程上上、、机机上上査査定定ととななるるここととがが想想定定さされれるる場場合合もも同同様様。。

○○ 申申請請時時のの査査定定設設計計書書はは勿勿論論ののこことと、、指指示示事事項項にに

基基づづくく訂訂正正後後のの検検算算はは、、確確実実にに実実施施すするるこことと。。

☆☆必必ずず積積算算者者以以外外のの者者がが検検算算をを行行ううこことと。。

45

災災害害復復旧旧事事業業のの留留意意事事項項⑧⑧

災災害害査査定定災災害害査査定定

○○ 消消波波ブブロロッックク堤堤等等ににおおけけるる丁丁張張りりのの設設置置はは、、査査定定

時時にに現現地地被被災災状状況況のの把把握握にに重重要要ななももののでであありり、、現現

地地ででのの確確認認がが容容易易ににででききるるよよううににししてておおくくこことと。。

☆☆現現地地のの査査定定時時間間のの短短縮縮

○○ 水水中中部部（（干干満満帯帯をを含含むむ））のの被被災災状状況況はは、、ポポーールル又又

ははテテーーププ等等をを被被写写体体にに入入れれ写写真真をを撮撮りり、、十十分分確確認認

ででききるる資資料料をを準準備備すするるこことと。。

☆☆特特にに水水中中部部ででのの位位置置確確認認ががででききるるこことと。。

☆☆水水中中写写真真不不可可のの場場合合はは、、被被災災状状況況をを作作図図ししたた平平面面図図をを準準備備ののこことと。。

44
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③③台台帳帳管管理理のの不不備備。。

・・港港湾湾台台帳帳とと海海岸岸保保全全区区域域台台帳帳のの様様式式をを混混同同。。

・・未未登登載載、、未未更更新新。。

④④複複数数のの管管理理者者がが管管理理ししてていいるる施施設設のの管管理理区区分分がが明明確確ででななくく、、

管管理理協協定定がが結結ばばれれてていいなないい。。

⑤⑤天天然然海海岸岸ににおおけけるる官官民民境境界界がが不不明明確確。。

⑥⑥公公共共施施設設ととししてて管管理理さされれてていいるるがが、、公公共共施施設設ととししてて存存続続ささせせるる

必必要要性性ががなないいもものの、、又又はは占占用用ささせせてていいるるここととにによよりり、、実実質質的的にに

公公共共性性がが喪喪失失ししてていいるる。。

⑦⑦そそのの他他、、災災害害復復旧旧事事業業のの対対象象ととななるる港港湾湾関関係係のの公公共共土土木木施施設設

ででああるるここととのの確確認認ががででききなないい場場合合等等。。

47

そそのの他他

被被災災事事実実ががああるるににももかかかかわわららずず、、手手続続きき上上のの不不備備がが原原因因でで

災災害害採採択択にに支支障障ををききたたすす事事例例がが見見らられれるるののでで注注意意さされれたたいい。。

（（市市町町村村管管理理港港湾湾、、港港湾湾区区域域をを拡拡大大･･縮縮小小ししたた港港湾湾でで多多いい。。））

①①災災害害復復旧旧事事業業のの対対象象施施設設ととみみななせせなないい。。

臨臨港港地地区区のの指指定定又又はは施施設設認認定定ががさされれてていいなないい。。

（（陸陸域域のの港港湾湾施施設設のの場場合合））

②②海海岸岸保保全全区区域域にに関関すするる諸諸手手続続ががさされれててなないい。。

・・海海岸岸保保全全区区域域のの指指定定ががさされれてていいなないい。。

・・港港湾湾隣隣接接地地域域がが未未指指定定。。

・・海海岸岸法法第第５５条条第第４４項項にに基基づづくく協協議議ががななさされれてていいなないい。。

法法令令手手続続きき等等のの問問題題事事例例法法令令手手続続きき等等のの問問題題事事例例

46
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港港湾湾関関係係のの災災害害関関連連事事業業

・・災災害害関関連連事事業業
（（一一般般関関連連））

・・災災害害関関連連港港湾湾環環境境整整備備施施設設災災害害復復旧旧事事業業
（（環環境境関関連連））

・・災災害害関関連連緊緊急急大大規規模模漂漂着着流流木木等等処処理理対対策策事事業業
（（流流木木関関連連））

49

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

災災害害関関連連事事業業のの概概要要

10－25



災災害害関関連連事事業業（（一一般般関関連連））②②

災災害害関関連連事事業業のの採採択択基基準準（（例例））災災害害関関連連事事業業のの採採択択基基準準（（例例））

①①波波浪浪にによよりり被被災災ししたた護護岸岸にに災災害害復復旧旧でで胸胸壁壁をを新新設設

→背背後後のの広広域域的的防防護護ののたためめ、、未未済済箇箇所所もも胸胸壁壁をを新新設設

胸壁工 胸壁工

災害箇所 未災箇所

Ａ

Ａ'

災害で採択

Ｂ

Ｂ'

関連で採択 Ａ－Ａ'断面

災害箇所

災害 胸壁工

B－B'断面

未災箇所

関連 胸壁工

本体工

51

災災害害関関連連事事業業（（一一般般関関連連））

災災害害関関連連事事業業（（一一般般関関連連））のの概概要要災災害害関関連連事事業業（（一一般般関関連連））のの概概要要

○○ 被被災災箇箇所所のの災災害害復復旧旧事事業業ののみみでではは十十分分なな効効果果がが

期期待待ででききなないい（（再再度度災災害害のの恐恐れれ））。。

当当該該採採択択箇箇所所 或或いいははここれれをを含含めめたた一一連連のの施施設設

ととししてて改改良良施施工工をを行行うう。。

○○国国庫庫補補助助率率はは、、１１／／２２。。

※※親親ととななるる災災害害復復旧旧事事業業ががなないい場場合合はは申申請請不不可可。。

50

10－26



災災害害関関連連事事業業（（環環境境関関連連））②②

対対象象施施設設対対象象施施設設

１１．．海海 浜浜 突突堤堤、、離離岸岸堤堤等等

２２．．緑緑 地地 ①①基基本本施施設設：：花花壇壇、、門門、、通通路路、、水水道道、、

ベベンンチチ、、野野外外卓卓、、水水飲飲場場等等

②②付付属属施施設設：：遊遊歩歩道道、、石石組組、、時時計計台台、、

池池、、噴噴水水、、展展望望台台、、護護岸岸、、擁擁壁壁、、

暗暗渠渠、、放放送送施施設設等等

③③防防災災施施設設：：耐耐震震性性貯貯水水槽槽、、備備蓄蓄倉倉庫庫

３３．．広広 場場 野野外外劇劇場場等等のの構構造造物物

４４．．植植 裁裁 盛盛土土、、客客土土、、柵柵等等

５５．．休休憩憩所所 構構造造物物及及びび内内外外装装一一式式

53

災災害害関関連連事事業業（（環環境境関関連連））①①

事事業業のの概概要要事事業業のの概概要要

○○港港湾湾施施設設のの災災害害復復旧旧事事業業がが行行わわれれるる場場合合にに、、ここれれとと
関関連連ししてて、、同同一一のの災災害害にによよりり被被災災をを受受けけたた港港湾湾環環境境
整整備備施施設設をを復復旧旧すするる事事業業。。

○○国国庫庫補補助助率率はは、、１１／／２２。。

※※親親ととななるる災災害害復復旧旧事事業業ががなないい場場合合ににはは申申請請ででききなないい。。
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大大規規模模災災害害時時のの災災害害査査定定のの効効率率化化（（簡簡素素化化））及及びび事事前前ルルーールル化化

55

災災害害関関連連事事業業（（流流木木関関連連））

事事業業のの概概要要事事業業のの概概要要

○○ 洪洪水水、、台台風風等等にによよりり漂漂着着ししたた、、ああるるいいはは外外国国かからら

海海岸岸にに漂漂着着ししたたとと思思わわれれるる流流木木及及びび漂漂着着ゴゴミミ等等をを

緊緊急急的的にに処処理理すするる事事業業。。

○○ 国国庫庫負負担担率率はは、、予予算算補補助助１１／／２２。。

※※本本事事業業単単独独でで申申請請可可。。

54

10－28



港港湾湾関関係係災災害害用用語語集集①①

57

用　語 解　説

① 災害査定
港湾施設等が異常な天然現象により被災した場合に、国土交通省港湾局の
災害査定官と財務省の立会官が現地にて災害の状況を確認し、災害復旧事
業に要する費用を調査すること。

② 再調査
事業の決定を受けた災害復旧事業のうち、前々年災に係わるものについ
て、その後の状況変化等に即応した適正な事業費を調査することを目的と
したもの。

③ 直轄災
直轄組織（北海道開発局、地方整備局）が災害復旧事業を行うもの。災害
の規模等に応じて国土交通大臣自らが災害復旧事業を実施すべきと判断
し、港湾管理者と協議を行って実施するもの。

④ 補助災 港湾管理者が災害復旧事業を行うもの。

⑤ 内
ウチテンゾク

転属

復旧工事施工中又は着手前において再被災が生じた場合、前の災害の未施
行工事分又は未着手工事費は、後の災害に含めて一箇所とし新規災害とな
る。この時、前と後の災害とが発生年が同じ時をいう。

⑥ 内
ウチミセイ

未成 上記⑤において、前と後の災害とが発生年を異にする時をいう。

⑦ 応急工事
港湾施設又は海岸が被災して人命財産に危険を与え、又公共施設の増破が
予想される場合、これらの損害など最小限に止めるため査定前に緊急に適
当な応急措置を講ずることをいう。

⑧ 災害関連事業
被災が激甚で未災箇所も含めた一連の施設について再度災害を防止し、か
つ構造強化、機能向上を図るため改良復旧を行う事業をいう。一般関連、
環境関連、流木関連の３種類ある。補助率は原則１／２。

【【事事前前ルルーールル化化】】
・カカテテゴゴリリーーS：激甚災害（本激）に指定又は指定の事前公表がされた災害で、かつ、緊急災害対策本部（政府）が

設置された災害
（過去の事例：東日本大震災（H23））

・カカテテゴゴリリーーA：激甚災害（本激）に指定又は指定の事前公表がされた災害
（過去の事例：熊本地震（H28）、台風12号（H23）、新潟県中越地震（H16）、阪神淡路大震災（H7）などを含む14災害）

●●カカテテゴゴリリーーS・・Aのの災災害害のの要要件件をを満満たたししたた場場合合、、以以下下のの効効率率化化（（簡簡素素化化））をを実実施施

災災害害査査定定のの手手続続ききのの効効率率化化（（簡簡素素化化））のの主主なな内内容容

①机机上上査査定定限限度度額額のの引引上上げげ（カテゴリーSは被害件数の概ね9割、カテゴリーAは被害件数の概ね7割となる金額まで引き上げる）
（原則：300万円） （参考：過去の事例 カテゴリーS 5,000万円、カテゴリーA 1,000万円）

： 会議室で書類のみで行う机上査定の対象限度額の引上げにより査定期間を短縮

②採採択択保保留留額額のの引引上上げげ（カテゴリーSは採択保留件数の概ね9割、カテゴリーAは採択保留件数の概ね6割となる金額まで引き上げる）
（原則：4億円） （参考：過去の事例 カテゴリーS 30億円、カテゴリーA 8億円）

： 現地で決定できる災害復旧事業の金額の引上げにより早期着手が可能
③設設計計図図書書のの簡簡素素化化

： 設計図書の作成において航空写真や代表断面図等の活用により測量・設計期間を短縮 など

大規模災害時の災害査定の効率化（簡素化）及び事前ルール化について
【【背背景景】】 ・大規模災害が発生した際、イインンフフララのの迅迅速速なな復復旧旧がが急急務務

・これまでの大規模災害では、災害査定をスピーディーかつ効率的に進めるため、

様様々々なな「「査査定定のの効効率率化化（（簡簡素素化化））」」をを実実施施。。

・しかしながら、個別の災害毎に効率化（簡素化）の内容を決めていたため

決決定定ままででにに約約１１箇箇月月をを要要ししてていいたた。。

・そのため、南海トラフ地震、首都直下地震、スーパー台風等の大規模災害に備え、

より迅速に災災害害査査定定のの効効率率化化（（簡簡素素化化））のの 具具体体のの内内容容をを決決定定すするるここととがが必必要要。。

【国土交通省 都市局 水管理・国土保全局 港湾局】
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港港湾湾関関係係災災害害用用語語集集②②

58

用　語 解　説

⑨ 保留工事
申請設計に対し国庫負担の対象とすることに疑義がある場合、査定官の見
解のみでは問題がある場合、又は金額が著しく大きい場合には本省に帰庁
の上、検討し解決する工事をいう。

⑩ 施
セコシコウジ

越工事

災害復旧事業費の決定後、特に緊急復旧工事を要する箇所について国庫負
担金の交付を待たず、費用を地方公共団体が一時立て替えて行う工事をい
う。

⑪ 激甚
ゲキジンサイガイ

災害

国民経済に著しい影響を及ぼしかつ当該災害による地方財政の負担を緩和
し、又は被災者に対する特別の助成を行うことが特に必要と認められる災
害を政令で指定している。

⑫ 成功
セイコウニンテイ

認定

災害復旧事業が完了したときは、その事業を精算し当該災害復旧事業を完
了する日の属する年度経過後遅滞なく成功表を添付して国土交通大臣にそ
の事業の成功の認定をしなければならない。

⑬ 一部成功認定
一部成功認定とは、同一年災害が一部成功したことをいい、毎会計年度、
当該年度に国庫負担の対象となった箇所について成功認定を行うことをい
う。

⑭ 全部成功認定
全部成功認定とは、同一年に発生した災害復旧事業の箇所が全部完了した
ときに同一年災を全体としての成功認定を行うことをいう。

⑮ 未着手
ミチャクシュコウジ

工事

未着手工事とは、査定以降の再調査時において未契約の工事をいう。事業
費決定後の事情変化に即応した国庫負担の対象となる工事を算出して調査
額とする。
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